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論　説

育児時間を組み込んだモデルにおける児童手当と 
人的資本の定常状態の安定性に関する一考察

村　田　　　慶

Ⅰ．はじめに

内閣府「平成30年版少子化社会対策白書」によれば，わが国における夫婦の理想的な子どもの

数 (平均理想子ども数) は1987年から減少傾向にあり，2015年には2.32人と過去最低となってい

る．また，実際に持つつもりの子どもの数 (平均予定子ども数) も2.01人と過去最低となってい

る．実際に持つつもりの子供の数 (平均予定子ども数) が理想的な子どもの数 (平均理想子ども数) 

を下回る理由としては，「子育てや教育にお金がかかりすぎるから」が56.3％と最も多く，30～34

歳では８割を超えている．すなわち，わが国では少子化が深刻化しており，その主な要因は育児

費用および教育費の負担であることが分かる．わが国では，育児費用および教育費の負担軽減を

目的として，各家計に対して児童手当が支給されている．経済学において，児童手当とは，子ど

もの数に応じて各家計に支給される補助金であり，現役世代から税金を徴収し，それを財源とし

て次世代に支給されることから，世代間重複モデルによる分析がしばしば行われている．

世代間重複モデルによる児童手当と出生率に関する先行研究としては，Groezen, Leers and 

Mejidam (2003) が代表的である．Groezen, Leers and Mejidam (2003) では，小国開放経済を設定

することによって賃金率を一定とし，それが各個人の所得水準と等しくなるとした上で，政府が

定額税および国民年金保険料を徴収し，前者を財源とする児童手当，後者を財源とする賦課方式

年金をモデル化している１．また，Groezen, Leers and Mejidam (2003) では，各個人の生涯効用

は第１期における消費と子どもの数，および第２期における消費によって決まるとしている．し

かしながら，Groezen, Leers and Mejidam (2003) では，児童手当と出生率の関係についてはモデ

ル化されているものの，教育支出と出生率の関係については考慮されておらず，さらには，経済

学的に，教育支出による影響を受ける子どもの人的資本蓄積についても分析されていない．

世代間重複モデルによる教育支出と人的資本蓄積に関する先行研究としては，教育支出を公教

育と私教育に分類したものが数多く見られ，分析手法としては，以下のようなアプローチが存在

１	子育て支援の出生率への影響，あるいは出生率の変化を通じた年金財政への影響については，Nishimura and 
Zhang (1992)，Peters (1995)，およびKato (1999) においてもモデル化がなされている．
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する．１つ目は，Glomm and Ravikumar (1992)，Gradstein and Justman (1997)，およびSaint Paul 

and Verdier (1993) で見られるように，両教育を別々に捉えるというものである．２つ目は，Benabou 

(1996)，Eckstein and Zilcha (1994)，およびKaganovich and Zilcha (1999) で見られるように，両

教育が補完関係にあるというものである．３つ目は，Cardak (2004a,b) および村田 (2011, 2013)２

で見られるように，両教育について，比較検討のみならず，効用比較による選択を分析するとい

うものである．これらの先行研究では，公教育支出を政府による所得比例課税，私教育支出を親

世代からの所得移転によって行うという点は共通しているものの，人口規模を一定，もしくは人

口成長率を一定としており，出生率の内生化は考慮されていない．

出生率の内生化を組み込んでの教育支出と人的資本蓄積に関しては，村田 (2017b) において一

つの考察がなされている．村田 (2017b) では，Groezen, Leers and Mejidam (2003) における生涯

効用の決定要素として，次世代が獲得する人的資本水準を新たに組み入れている３．また，村田 

(2017b) では，教育支出が次世代に均等配分されるという設定を行うことによって，人的資本蓄

積において人口動態を組み入れた設定となっている．ただし，Groezen, Leers and Mejidam (2003) 

とは異なり，児童手当の財源について，教育支出と人的資本蓄積に関する先行研究における公教

育支出と同様，所得比例課税を財源としている．また，教育支出は私教育のみを想定しており，

さらに，老年期における経済活動を考慮しないため，貯蓄および公的年金に関する議論は捨象さ

れている．しかしながら，村田 (2017b) では，人的資本蓄積に人口動態を組み入れているものの，

教育支出を子ども全員に均等配分するというのは，モデル設定としてはやや窮屈と言える．また，

村田 (2017b) では，各個人が生涯効用を最大化するにあたり，児童手当が政府による所得比例課

税を財源とする点についても制約条件として組み込んでいるが，児童手当の支給額はともかく，

その財源確保という政府の行動までを考慮して各個人が行動するというのは稀であると言える．

それに対し，村田 (2019) では，育児時間を組み込むことによって，教育支出を均等配分するとい

う設定をすることなく，児童手当が人的資本蓄積に及ぼす影響について分析可能なモデルを構築

している．また，各個人は生涯効用を最大化するにあたり，児童手当の財源確保 (政府の行動) を

制約条件に組み込まないケースについて検討することによって，より現実的な拡張・修正を行っ

ている．さらに，村田 (2019) では，人的資本関数の影響力パラメータおよび所得税率の条件設定

２	村田 (2011, 2013) では，Cardak (2004a) において，Glomm and Ravikumar (1992) に倣い，生涯効用関数に余暇
時間，人的資本関数に学習時間を新たに組み入れ，分析範囲の拡張・修正を行っている．
３	Glomm and Ravikumar (1992) およびCardak (2004a,b) では，人的資本蓄積に関わる効用の決定要素として，次
世代への教育支出を組み込んでいる．村田 (2017b) でも，出生率を内生化しているとはいえ，次世代の一人当た
りが受け取る教育支出を導入しており，同じ類の設定がなされている．しかしながら，村田 (2017a) で述べてい
るように，人的資本蓄積が教育支出と親世代の人的資本水準のみで決まるというシンプルなタイプの人的資本関
数であっても，次世代への教育支出そのものから効用を得ることと，次世代が獲得する人的資本水準から効用を
得ることとでは，意味合いが異なってくる点には注意が必要である．
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によって，村田 (2017b) と同様，人的資本について，安定的な定常状態が１つのみ存在するケー

スを設定している．

本稿では，村田 (2019) における児童手当と人的資本蓄積に関する世代間重複モデルについて，

さらなる拡張・修正を行う．村田 (2019) における人的資本に関する考察は，村田 (2017b) との比

較を目的としているとはいえ，安定的な定常状態が１つのみ存在するケースに限定されている．

それに対し，本稿では，村田 (2019) について，上記のケースだけでなく，不安定的な定常状態が

１つのみ存在するケース，人的資本の定常状態が２つ存在するケース，さらには，人的資本の定

常状態が存在しないケースについても考察することが可能であることを示す．特に人的資本の定

常状態が２つ存在するケースにおいては，不安定的な定常状態と局所安定的な定常状態の組み合

わせになることを明らかにする．

本稿における構成として，まずⅡ節において，村田 (2019) における基本モデルを概観する．そ

の上で，Ⅲ節において，人的資本関数を導出し，人的資本について，村田 (2019) における安定的

な定常状態が１つのみ存在するケースに加えて，不安定的な定常状態が１つのみ存在するケース，

定常状態が２つ存在するケース，および定常状態が存在しないケースについて考察する．

Ⅱ．モデル設定

各個人の経済活動は，２期間にわたって行われるとする．本稿では，２期について，t －1期と

t 期を基準とし，各期に生まれた個人をそれぞれ，t －1世代，t 世代の個人と呼ぶこととする．ま

た，各世代の子供は，第２期に誕生するものとする．また，各期における総時間を１で基準化す

る．

Ⅱ．１．人的資本形成

各世代の個人は，第２期において自身の人的資本を形成するものとする．本稿では，人的資本

形成は親世代による教育支出と親世代の人的資本水準によって決定付けられるとする．すなわち，

t 世代の各個人のt ＋1期における人的資本形成は，⑴のように決定付けられる．

� ⑴　

⑴において，ht ＋1はt 世代の各個人がt ＋1期において獲得する人的資本水準，et はt －1世代の各

個人のt 期におけるt 世代への教育支出，ht はt －1世代の各個人がt 期において獲得する人的資本

水準である．本稿では，t ＋1期における効率労働Ht ＋1を⑵のように定義する．

( ) 1,1,0,;1 <+∈=+ δγδγδγ
ttt heh
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� ⑵　

⑵において，L 0は初期における人口規模，nj はj 期における各個人の子どもの数である．

Ⅱ．２．効用最大化

各世代の個人は，第２期において，人的資本の供給を行うことによって労働所得を得るものの，

子ども一人につき，φの育児時間が必要であるとする．本稿モデルでは，生産者の存在を考慮し

ないため，賃金率が存在しない．したがって，t －1世代の各個人のt 期における労働所得yt は，⑶

のように決定付けられる．

� ⑶　

⑶において，nt はt －1世代の各個人のt 期における子どもの数である．各世代の個人は，第２

期において，政府から所得税を徴収され，それを財源とする児童手当を子どもの数に応じて支給

される．その上で，各個人は労働の可処分所得と児童手当を自身の消費と子どもへの教育支出に

配分するものとする．t －1世代の各個人がt 期において直面する予算制約は⑷のようになる．

� ⑷　

⑷において，τt はt 期における所得税率，ηは各期において支給される子ども一人当たりに対す

る児童手当，ct はt －1 世代の各個人のt 期における消費である．本稿モデルでは，Glomm and 

Ravikumar (1992) やCardak (2004a,b) に倣い，所得比例課税を仮定する．単純化のため，遺産贈

与は考慮しないものとする．本稿では，村田 (2017b) および村田 (2019) と同様，児童手当ηは所

得税を財源として支給されると仮定する４．それは⑸のように定義される．

( )∏
=

+++ ⋅⋅⋅××==
t

j
tttjt hLnnnhLnH

0
1010101

( ) 10;1 <<−= φφ ttt hny

( ) 0,10;1 ><<+=+− ητητ ttttttt encny

４	Groezen, Leers and Mejidam (2003) では，児童手当の財源を定額税としているが，本稿では，村田 (2017b) と
同様，所得比例課税を財源とする．わが国における所得税は累進課税であり，それを踏まえると，定額税よりも
所得比例課税を想定する方が望ましいであろう．累進課税のケースについては，所得水準によって税率が変わり，
議論がやや複雑化することから，本稿では捨象する．
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� ⑸　

政府は子どもの数 (出生率) と労働所得を所与として，児童手当ηが維持されるように所得税率

を調整するものとする．したがって，t 期における所得税率τt は⑹のように定義される．

� ⑹　

以上を前提として，各個人は生涯効用を最大化するように行動するものとする．本稿における

生涯効用とは，２期間全体において得られる効用水準を意味し，それは第２期における消費水準

と子どもの数，および次世代が獲得する人的資本水準によって決定付けられるものとする．t －1

世代の各個人の２期間全体における効用水準をV t －1とおくと，それは以下のように表される．

ここで，1－αとαはそれぞれ，第２期における自身の消費および子どもの数に対する選好パラ

メータ，βは割引率である．一階条件より，t －1世代の各個人のt 期における最適な子どもの数，

最適教育支出，および最適消費はそれぞれ，⑺，⑻，および⑼のように導出される５．

� ⑺　

� ⑻　

� ⑼　

t

tt
t

j
j

t

j
tjt

n
y

Ln

yLn
τ

τ
η ==

∏

∏

=

−

=

0
0

1

0
0

t

t
t y

nη
τ =

( ) ( )1,0,;logloglog1 1
1

,,
∈++−= +

− βαβαα ttt
t

enc
hncVMaximize

ttt

( ) ( ) ,1,1 ttttttttt hnyencnytosubject φητ −=+=+− δγ
ttt heh =+1

( )( )
( ) ητφ

τβγα
−−

−−
=

tt

tt
t h

h
n

1
1

( ){ }
βγα

ητφβγ
+−

−−
=

1
1 tt

t
h

e

( ) ( ){ }
βγα

ητφα
+−

−−−
=

1
11 tt

t
h

c

５	⑺，⑻，および⑼の導出過程については，村田 (2019) における付録１を参照せよ．
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⑺について，本稿では，α＞βγを仮定する６．

Ⅲ．人的資本蓄積と定常状態

Ⅱ節を踏まえ，本節では，人的資本の定常状態の存在性および安定性について考察する．⑻を

⑴に代入すると，人的資本関数は⑽のように求められる．

� ⑽　

⑽において，村田 (2019) と同様，定常状態の人的資本水準をht ＋1＝ht ＝hs とおくと，⑾の関係

式が成り立つ．

� ⑾　

⑾について，本稿では，左辺をLS ，右辺をRS と定義する．⑽と⑾より，定常状態の近傍にお

ける　　　 　は，⑿のように導出される７．

� ⑿　

人的資本の定常状態について，安定性条件は　　　　　　 　である８．したがって，⒀が満た

されれば，hs は安定的な定常状態の人的資本である．

� ⒀　

一方，人的資本の定常状態について，不安定性条件は　　　　　　である．したがって，⒁が

( ){ } δ
γ

βγα
ητφβγ

t
tt

t h
h

h 







+−

−−
=+ 1

1
1

( ) ( ){ }ητφ
βγα

βγ
γ
δ

−−
+−

= sts hh 1
1

-1

tt dhdh 1+

( )
( ) δ

ητφ
τγφ

+
−−

−

st

st

h
h

1
1

10 1 << + tt dhdh

( ) ( ) ( ) ( )
( ) ( )t

sst hh
τφδγ

ηδηδτφδγ
−−−

−
>⇒−>−−−

11
1111

11 >+ tt dhdh

６	村田 (2019) においても述べられているが，この仮定を置かなければ，最適な子どもの数がゼロもしくはマイナ
スとなるケースが生じてしまい，これは現実的に有り得ないためである．
７	⑿の導出過程については，村田 (2019) における付録２を参照せよ．
８	⑿より，人的資本関数が　　　　　　を満たしていることは明らかである．01 >+ tt dhdh
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thO
sh

LS RSRSLS ,

βγα
βγη
+−

−
1

図１：人的資本の定常状態 (１つのみ存在するケース)

満たされれば，hs は不安定的な定常状態の人的資本である．

� ⒁　

以上を踏まえると，人的資本の定常状態の存在性および安定性について，本稿モデルでは，以

下の３つのケースに分類されることが分かる．

Ⅲ．１．定常状態が１つのみ存在するケース

村田 (2019) においても分析されているように，γ＋δ＜1であるため，⑾より，このケースに

おけるLS とRS は図１のように描かれる．

( ) ( ) ( ) ( )
( ) ( )tsst hh

τφδγ
ηδηδτφδγ
−−−

−
<⇒−<−−−

11
1111

図１から分かるように，人的資本の定常状態hs においては，⑾におけるLS とRS の傾きが等し

くなることから，hs は⒂のように導出される９．

９	⒂の導出過程については，村田 (2019) における付録３を参照せよ．



― ―8

経済研究24巻3号

� ⒂　

⑴と⑽より，本稿モデルでは，人的資本関数は原点を通ることが明らかである．したがって，

人的資本の定常状態が１つのみ存在し，かつ安定的である場合，人的資本関数は図２のように描

かれる10．

( )
( )( )

δγ
γ

βγαδ
τφβγ −−









+−−

−
=

12

11
1 t

sh

一方，人的資本の定常状態が１つのみ存在し，かつ不安定的である場合，人的資本関数は図３

のように描かれる11．

10	図２は，村田 (2019) において考察されているケースであり，人的資本の定常状態が大域安定的である．
11	図３のケースでは，人的資本の定常状態が大域不安定的である．

th
45

O sh

1+th

図２：人的資本関数 (安定的な定常状態が１つのみ存在するケース)
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定常状態の人的資本水準は，図２のケースでは⒀の条件，図３のケースでは⒁の条件を満たす

ことになる．

Ⅲ．２．定常状態が２つ存在するケース

このケースにおけるLS とRS は図４のように描かれる．

th
45

O sh

1+th

図３：人的資本関数 (不安定的な定常状態が１つのみ存在するケース)

thO 1
sh  

LS RS

2
sh

RSLS ,

βγα
βγη
+−

−
1

図４：人的資本の定常状態 (２つ存在するケース)
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人的資本の定常状態が２つ存在するケースについて，本稿モデルでは，低い方の人的資本水準

をh 1
s ，高い方の人的資本水準をh 2

s とおく．

Ⅲ．１でも述べたように，人的資本関数は原点を通ることが明らかであり，尚且つ⒀と⒁の条件

と矛盾しないためには，このケースにおける人的資本関数は図５のように描かれなければならな

いことが分かる．

図５において，h 1
s は大域不安定的な定常状態であり，⒁の条件を満たすものである．一方，h 2

s

は局所安定的な定常状態であり，⒀の条件を満たすものである．すなわち，本稿モデルでは，人

的資本の定常状態が２つ存在する場合，大域不安定的な定常状態と局所安定的な定常状態の組み

合わせとなることが確認できる．

Ⅲ．３．定常状態が存在しないケース

このケースにおけるLS とRS は図６のように描かれる．

th
45

O 1
sh 2

sh

1+th

図５：人的資本関数 (定常状態が２つ存在するケース)
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このケースにおける人的資本関数は図７のように描かれなければならないことが分かる．

図７より，このケースでは，人的資本水準は発散していくことが確認できる．

thO

RSLSRSLS ,

βγα
βγη
+−

−
1

図６：人的資本の定常状態 (存在しないケース)

th
45

O

1+th

図７：人的資本関数 (定常状態が存在しないケース)
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Ⅳ．結語

本稿モデルでは，村田 (2019) における児童手当と人的資本蓄積に関する世代間重複モデルにつ

いて，人的資本の定常状態が１つのみ存在し，かつ安定的であるケースに加えて，人的資本の定

常状態が１つのみ存在し，かつ不安定的であるケース，人的資本の定常状態が２つ存在するケー

ス，さらには，人的資本の定常状態が存在しないケースについても考察した．特に，人的資本の

定常状態が２つ存在するケースにおいては，大域不安定的な定常状態と局所安定的な定常状態の

組み合わせになることを明らかにした．

本稿における分析について，今後の展望を述べる．本稿モデルでは，同質的な個人が想定され

ているが，個人の異質性を考慮したモデルへの拡張・修正も必要であろう．それによって，人的

資本の定常状態が２つ存在する場合について，例えば，人的資本水準がゼロに収束する個人を貧

困層，高い方の定常状態の人的資本水準に収束する個人を富裕層と定義することによって，所得

格差に関するモデルを構築することが期待できる．また，このようなモデルが構築できれば，格

差是正に向けての政策分析を行うことも可能となるであろう．これらの点については，稿を改め

て論じたい．
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